
 教育人事企画課 

 
港区学校教育推進計画（令和３年度～令和８年度）の進捗について 

 
報告内容 

港区学校教育推進計画（令和３年度～令和８年度）に掲載している事業

の進捗状況（令和６年度末時点）を報告します。 

 
１ 学校教育推進計画に掲載している事業数 

３３事業 

※事業名等の詳細は別紙１のとおり 

 

２ 各事業の進捗 

進捗管理票（別紙２及び参考資料）のとおり 

（１）年次計画・成果指標を記載している事業（別紙２） 

取組の年次計画及び成果指標を掲載している事業について、令和

６年度末における進捗を記載しています。 

なお、事業の取組や成果の進捗は以下の区分で示しています。 

ａ：後期３年間の目標を上回って達成する見込みである。 

ｂ：後期３年間の目標に到達する見込みである。 

ｃ：後期３年間の目標に到達するには、改善が必要である。 

－：指標値を把握できない。 

≪進捗状況別事業数一覧≫ 

進捗 状 況  ａ ｂ ｃ － 計  

事業 数  8 7 ０ ０ 15 

 

（２）その他の事業（参考資料） 

   年次計画・成果指標を記載していない事業（別紙２以外の事業）に   

ついて、令和６年度末における進捗を記載しています。 

 

 

令和７年５月２２日 

教育委員会報告資料 No.４ 



学校教育推進計画掲載事業一覧 

 

基本目標１ 「徳」「知」「体」を育む学びの推進 

施策 
重点 
拡充 

事業名 
計画書 
掲載頁 

担当課 
進捗管理票 
記 載 頁 

(１)豊かな心の育

成 

― ①人権教育の推進 67 教育指導担当 参考資料-１ 

― ②道徳教育の推進 68 教育指導担当 参考資料-１ 

重点 ③いじめ防止推進事業の充実 68 

障害者福祉課 

健康推進課 

子ども家庭課 

人権・男女平等参画担当 

教育指導担当 

別紙２-１ 

― ④芸術鑑賞機会の充実 70 教育指導担当 参考資料-２ 

(２)確かな学力の

育成 

重点/拡充 ①基礎学力・活用力の習得   71 教育指導担当 別紙２-１ 

― ②きめ細かな指導の充実 72 
教育人事企画課 

教育指導担当 

参考資料-２ 

重点 ③学校図書館の充実 72 
図書文化財課 

教育人事企画課 
別紙２-２ 

(３)健やかな体の

育成 

重点 ①健康な体づくり 73 

教育長室 

学務課 

教育指導担当 

別紙２-２ 

― ②食育の推進 74 
学務課 

教育指導担当 
参考資料-３ 

― ③スポーツを楽しむ心の育成 74 
生涯学習スポーツ振興課 

教育指導担当 
参考資料-４ 

(４)インクルーシ

ブ教育の推進 

重点 ①特別支援教育の充実 75 教育指導担当 別紙２-３ 
重点/拡充 ②特別支援教育体制の整備 76 教育指導担当 別紙２-３ 

 

基本目標２ 未来を切り拓いて生き抜く力の育成 

施策 
重点 
新規 

事業名 
計画書 
掲載頁 

担当課 
進捗管理票 
記 載 頁 

(１)未来を創造す

る力の育成 

重点/拡充 ①ＩＣＴを活用した学びの充実 78 教育指導担当 別紙２-４ 

重点 
②理数教育やＳＴＥＡＭ教育

の推進 
82 

教育人事企画課 

教育指導担当 
別紙２-４ 

― ③体験学習の充実 83 
学務課 

教育指導担当 
参考資料-５ 

(２)幼・小中一貫教

育の推進 

重点 ①幼・小中一貫教育の推進 84 
学務課 

教育人事企画課 
別紙２-５ 

― ②小学校入学前教育の充実 85 

教育長室 

学務課 

教育人事企画課 

参考資料-６ 

 

 

施策 
重点 
新規 

事業名 
計画書 
掲載頁 

担当課 
進捗管理票 
記 載 頁 

(３)地域の課題に

向き合う意識を育

む教育の推進 

重点 ①環境教育の充実 86 教育指導担当 別紙２-５ 

― ②郷土への愛着の醸成 87 

教育長室 

図書文化財課 

教育指導担当 

参考資料-７ 

(４)相談体制の充

実 

重点 ①相談機能の充実 88 教育指導担当 別紙２-６ 

拡充 ②不登校対策の推進 89 教育指導担当 参考資料-８ 

 
基本目標３ 地域社会と連携した教育の推進 

施策 
重点 
新規 

事業名 
計画書 
掲載頁 

担当課 
進捗管理票 
記 載 頁 

(１)様々な団体と

の協働・連携による

教育の推進 

― 
①地域とともにある学校づく

り 
91 

学務課 

教育人事企画課 
参考資料-９ 

重点 
②コミュニティ・スクールの推

進 
91 教育長室 別紙２-６ 

― 
③地域学校協働活動推進事業

の充実 
92 生涯学習スポーツ振興課 参考資料-９ 

― ④様々な団体との協働・連携 92 
生涯学習スポーツ振興課 

教育指導担当 
参考資料-10 

（２）国際社会に対

応する教育の推進 

重点/拡充 ①国際理解教育の充実 93 教育人事企画課 別紙２-７ 

拡充 ②グローバル化への対応 95 
教育長室 

教育指導担当 
参考資料-11 

 
基本目標４ 学びを支える教育環境の整備 

施策 
重点 
新規 

事業名 
計画書 
掲載頁 

担当課 
進捗管理票 
記 載 頁 

(１)学校の教育力

の向上 

重点 ①教員の指導力向上 97 
教育人事企画課 

教育指導担当 
別紙２-７ 

重点/拡充 ②教員の負担軽減の推進 98 
教育人事企画課 

教育指導担当 
別紙２-８ 

(２)安全・安心で

魅力ある教育環境

の整備 

― ①学校施設の充実 98 
学務課 

学校施設担当 
参考資料-12 

拡充 ②安全・安心な教育環境の整備 100 

各地区総合支所管理課 

子ども若者支援課 

生涯学習スポーツ振興課 

学務課 

学校施設担当 

参考資料-12 

― 
③防災等の安全に関わる教育

の推進 
101 教育指導担当 参考資料-13 

― ④学びの未来応援施策の推進 102 教育指導担当 参考資料-14 
 

別紙１ 



港区 推進計画（令和３年度～令和８年度）進捗管理票 【年次計画・成果指標を記載している事業】

【年次計画・成果指標を記載している事業】

重点 拡充

○ ―

年次計画

実績

指標①

実績

指標②

実績

重点 拡充

○ ○

年次計画

実績

指標①

実績

指標②

実績

小学校：１9校
中学校：　9校

小学校：１9校
中学校：10校

改善施策の実施 改善施策の実施

小学校：65%
中学校：90%

小学校：72%
中学校：91%

令和5年度

現状

令和6年度 令和7年度 令和8年度

後期3年間

後期3年間

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

学習定着度に応じた
重点ポイント集活用

学習定着度に応じた
重点ポイント集活用

成果指標②

全国学力・学習状況調査におけ
る各学校の平均正答率につい
て、国語、算数・数学ともに全
国平均を上回った学校数

成果指標①

全国学力・学習状況調査におけ
る各学校の平均正答率につい
て、一昨年度より向上が見られ
た学校数

小学校：14校
中学校：　７校

小学校：１０校
中学校：８校

小：17 校
中：６校 小学校１8校、中学校４校が全国学力・学習状

況調査における平均正答率について、国語、
算数・数学共に全国を上回った。

障害者福祉課、健康推進課、
子ども若者支援課、人権・男女平等参画
担当、教育指導担当

取組目標

１－（１）－③ 68

事業・取組の内容

●「港区いじめ問題対策連絡協議会」等の関連組織を活用したいじめ防止のための対策の総合的かつ効果的な推進
●各小・中学校における「学校いじめ防止基本方針」の策定、「学校いじめ防止対策委員会」の開催
●６月、11月、２月をふれあい（いじめ防止強化）月間とし、各学校によるいじめ・不登校等の状況の総点検など、いじめ未然防止の取組を推進
●小学校４年生から中学校３年生までの児童・生徒を対象とした心理検査（WEBQU）の実施
●いじめに関係した児童・生徒の心のケアをするため、スクールカウンセラーによる教育相談や相談員による相談体制の整備を推進
●子どもの権利啓発、みなと子ども相談ねっとなどの相談体制の充実など、いじめ未然防止の取組の推進
●児童・生徒のいじめ未然防止をはじめ、健全育成につながる取組の推進のため、港区青少年健全育成活動方針の策定
●児童・生徒がいつでも相談できる体制を整えるため、東京法務局から送付される子ども人権SOSミニレターを各小・中学校に常設
●区民にいじめ未然防止の意識を啓発するため、思春期こころのケアネットワーク会議（精神保健福祉連絡検討委員会）等の開催
●障害者への偏見や差別解消、いじめ未然防止に向け、障害者週間記念事業、障害者週間ポスター原画作品展等を実施し、心のバリアフリーを推進

事業名 いじめ防止推進事業の充実
№（基本目標－施策－事業） 掲載ページ

成果指標①

担当課

今後の取組

取組目標

事業名
№（基本目標－施策－事業）

71

事業・取組の内容

掲載ページ

成果指標②

学習用タブレット端末やスマートフォン、SNSを
介した嫌がらせなど、いじめにつながりかねな
い事案が起こっていることから、引き続き情報
モラル教育の充実を図っていく。また、中学校で
はいじめの発生率が少ない傾向にあるため、い
じめを認知する力を高めるよう校園長会や生活
指導主任会で周知を図る。

対応後についても日常的に注意深く被害児童・生徒を観察
することが必要である。

１－（２）－①

学校教育

いじめ防止推進事業の推進

港区独自の調査によるいじめ
解消率（％）
（解消件数／認知件数）×100

港区独自の調査によるいじめ
発生率（％）
（認知件数／全児童生徒数）×
100

小学校：59%
中学校：89%

小学校：１７校
中学校：　６校

教育指導担当

実績の評価（令和6年度）

b

進捗状況

実績の評価（令和6年度） 事業の課題や改善が必要な事項

進捗状況

b

区独自で行ったCBTを基に各校で学力分析
を行い、授業改善プランを作成し、活用した。

小学校：１8校
中学校：　8校

各校で、調査をもとに学力分析を行い、授業
改善プランの修正に取り組んだ。

引き続き、小学校では算数科で、中学校で
は数学科の学力向上を目指し、授業改善プ
ランの作成に取り組む必要がある。
また、各種検定受験を一層奨励し、すべて
の児童・生徒が検定受験できるようにす
る。

引き続き、各学校で調査をもとにした現状
と課題を分析し、授業改善プランを作成し、
各学校ホームページ上に公開する。授業改
善プランの活用に取りむ。また、各種検定
受験を一層奨励し、すべての児童・生徒が
検定受験できるようにする。

改善施策の実施

基礎学力・活用力の習得

●校務支援システムの活用による教員の業務効率化
●少人数指導、ＩＣＴ整備・活用など学習形態や指導方法の工夫・改善をとおして「わかる授業」の実践
●学習の進捗に応じた「重点ポイント集」の活用、系統的・継続的な学習活動の実施や各種検定受験の奨励
●地域の人材・資源、科学館・図書館等を活用した教育の展開、「主体的・対話的で深い学び」の実現を目指した授業づくり

学習定着度に応じた重点ポイ
ント集の作成・活用

「港区いじめ問題対策連絡協議会」、「港区教
育委員会いじめ問題対策会議」を開催

小学校：0.65%
中学校：0.91%

ふれあい月間、WEBQU等を実施することで、いじ
め防止推進事業を推進することができた。
　特に令和４年度から導入したWEBQUについて
は、結果を即時活用できる利点を生かし、児童・生
徒への支援に生かすことができた。

今後の取組

小学校：２．８５%
中学校：０．６１%

小学校：53%
中学校：88%

小学校：１8校
中学校：　４校

小学校：70％
中学校：71％

学習定着度に応じた重点ポイント集活用

区独自で行ったCBTを基に各校で学力分
析を行い、授業改善プランを作成し、活用
した。

現状

令和４年１２月に改定された生徒指導提
要の内容を教育委員会主催の研修会等
で周知し、人権教育の推進及びいじめ
の未然防止・早期発見に関係各所と連
携して取り組んでいく。

事業の課題や改善が必要な事項

「港区いじめ問題対策連絡協議会」、「港区教育委員
会いじめ問題対策会議」を開催

小学校：７７％
中学校：７０％

学習定着度に応じた重点ポイント集活用

担当課

改善施策の実施

ー＜進捗状況の区分＞

ａ：後期３年間の目標を上回って達成する見込みである。

ｂ：後期３年間の目標に到達する見込みである。

ｃ：後期３年間の目標に到達するには、改善が必要である。

別紙２

1



港区 推進計画（令和３年度～令和８年度）進捗管理票

【年次計画・成果指標を記載している事業】

重点 拡充

○ ―

年次計画

実績

指標①

実績

指標②

実績

指標③

実績

重点 拡充

○ ―

年次計画

実績

指標①

実績

指標②

実績

指標③

実績

運用 見直し

88% 90%

改善施策の実施 改善施策の実施

現状 後期3年間

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

年３回実施

学校教育

学校図書館運営計画の策定

年３回実施

事業名 学校図書館の充実

年３回実施

年３回実施

●学校図書館への「読書センター機能」、「学習センター機能」、「情報センター機能」の確立・活用
●「学校司書」、「学校図書館支援員」の配置、学校図書館関係者を対象とした研修会の開催、区立図書館との連携強化
●パスファインダー（調べ方の手引書）の作成、調べ学習に関連する資料の貸出し、出張講座など、区立図書館と連携した調べ学習の支援
●区立図書館と連携し、図書館資料や人材を活用

担当課
１－（２）－③ 72

№（基本目標－施策－事業）

事業・取組の内容

取組目標

取組目標
学校図書館関係者連絡会の開
催

掲載ページ

各小・中学校の学校図書館運営
計画の策定

年３回実施 年３回実施

図書文化財課、教育人事企画課

事業名 健康な体づくり

小学校：11校
中学校：　７校

成果指標①については都の調査結果を元にしてい
たところですが、令和6年度から都では調査を実施
しないこととなったため、成果指標②に変更しま
す。

小学校(男）：２校　小学校(女）：１校
中学校(男）：２校　中学校(女）：４校

担当課

小学校：11校
中学校：　６校

現状

　学校図書館スタッフが管理職や図書担
当教諭と連携・協議することで、学校図書
館運営計画を策定することができた。

　学校図書館運営計画を策定することで、学校図書
館スタッフによる授業支援回数が伸びた。

全小中学校

●「MINATOリズムダンスフェスタ」を実施し、児童・生徒の健康の保持増進と体力の向上を目指す
●各幼稚園、小学校に設置したボルダリングウォールを活用し、基礎体力を高める取組を実施
●握力向上に向けた各学校の取組を推進するリーフレットの作成・活用
●児童・生徒の体力の現状や課題を踏まえ、個に応じた取組を強化し、一層の体力向上を図る

学校司書や学校図書館支援員
と連携し、学校図書館を活用し
た授業を月２回以上行った学
校の割合（％）

№（基本目標－施策－事業）
教育長室、学務課、教育指導担当

成果指標①

１－（３）－① 73

成果指標②

事業・取組の内容

学校図書館運営計画の見直し

全小中学校

84%

86%

成果指標③

成果指標②

体力調査の20ｍシャトルラン
の数値が全ての学年で都平均
を上回った学校数

掲載ページ

取組目標
MINATOリズムダンスフェス
タ参加校

後期3年間

令和5年度
実績の評価（令和6年度） 事業の課題や改善が必要な事項

出場校数や出場チームをさらに増やせ
るよう、周知方法を工夫します。
体力調査の結果を基に、巧緻性(投力)
や全身持久力の向上等、各校の体力向
上に向けた取組を推進できるよう教育
委員会が「体力向上だより」を引き続き
発行する。

引き続き、体力向上に向けた取組を推進
していきます。

小学校は28チームの応募があり、15チーム
が大会へ、中学校は10チームの応募があり、
7チームが大会に出場しました。晴れやかな舞
台で大勢の観客の前で日頃の成果を披露し、
体を動かす楽しさや、観客を楽しませ、大人に
評価をされる喜びを学ぶきっかけとなりまし
た。

令和6年度 令和7年度 令和8年度

成果指標①

体力調査の体力合計点が
全ての学年で都平均を
上回った学校数 令和6年度の大会実施時の様子をまと

めたダイジェスト動画を作成したため、
募集の周知の際に活用します。
引き続き、ＭＩＮＡＴＯリズムダンスフェ
スタの参加校を増やし、一層活気あふ
れる大会となるよう、校園長会等でＭＩ
ＮＡＴＯリズムダンスフェスタに参加す
る学校を募る。
体力向上に向けた取組として、各校に
は投力や全身持久力が高まる工夫を促
す。今年度は、特に投げ方に関する指導
や全身持久力が高まる取組が充実する
よう「体力向上だより」を刊行する。

進捗状況

a

小(男）：２校　小(女）：２校
中(男）：２校　中(女）：２校

96%

　４月、１０月、２月に学校図書館関係者全
体連絡会を開催し、図書担当教諭と学校
図書館スタッフが協議するとともに、各学
校の取組を共有することで、各学校の取
組の改善・充実を図った。

今後の取組

児童・生徒の確かな学力育成に向け、学
校単位で「調べる学習コンクール」に参
加するよう呼びかけ、学校図書館のさ
らなる活用を推進する。
　また、学校図書館在り方検討委員会を
複数回開催し、今後の学校図書館の在
り方や学校図書館のメディアセンター
化、電子書籍の導入に向けて協議・検討
を行っていく。

進捗状況

a

実績の評価（令和6年度） 事業の課題や改善が必要な事項

　令和6年度には学校図書館関係者全
体連絡会を学期に1回開催し、図書担当
教諭と学校図書館スタッフの連携強化
を図ることができた。
　特に中学校での授業支援や図書館利
用の推進に取り組んでいく。

86%

今後の取組

小学校：10校
中学校：　６校

小学校：９校
中学校：６校

小(男）：５校　小(女）：６校
中(男）：１校　中(女）：３校

小(男）：４校　小(女）：７校
中(男）：１校　中(女）：５校

ー＜進捗状況の区分＞

ａ：後期３年間の目標を上回って達成する見込みである。

ｂ：後期３年間の目標に到達する見込みである。

ｃ：後期３年間の目標に到達するには、改善が必要である。

2



港区 推進計画（令和３年度～令和８年度）進捗管理票

【年次計画・成果指標を記載している事業】

重点 拡充

○ ―

年次計画

実績

指標①

実績

指標②

実績

指標③

実績

重点 拡充

○ ○

年次計画

実績

指標①

実績

指標②

実績

指標③

実績

令和8年度

令和7年度 令和8年度

78% 80%

94%92%

改善施策の実施 改善施策の実施

後期3年間

令和5年度 令和6年度 令和7年度

９種類 10種類

86%

a

進捗状況

担当課 教育指導担当

成果指標③

取組目標
保護者のニーズに合った
「みんなとＣａｆｅひだまり」
プログラムの実施

企画実施

実施５回

成果指標①
「みんなとＣａｆｅひだまり」
に参加した保護者の満足度

今後の取組90%88%

97%

就学前から就労まで多様なテーマ構成で、保
護者の子育て段階に応じた支援が実現でき
た。また、関係機関との連携により、実際の体
験談を提供することで将来の自立に向けたプ
ログラムを実施することができた。

支援が必要な時期に合わせたテーマを設定す
ることで、参加者の理解促進と不安軽減に寄
与することができた。各回ともアンケートで内
容について満足した記載が多数を占め、特に
体験談や対話型の進行に対する高評価が目
立った。

引き続き、切れ目ない支援ができるようみ
んなとＣａｆｅひだまりで支援レベルや子ど
もの状態に応じた情報の共有、発信をす
る。

みんなとＣａｆｅひだまりにおいて、保護者
ニーズに応えるため、コアとなる保護者の
メンバーと協議しながら、お子さんの将来
の自立に向けて事前に見立てられるよう
テーマに応じたプログラムを検討する。

実績の評価（令和６年度） 事業の課題や改善が必要な事項

99%

実施７回

実施６回

成果指標②

現状 後期3年間

令和5年度 令和6年度

事業・取組の内容

●保育園・幼稚園入園から高校卒業までの相談支援体制の強化
●「港区特別支援教育連絡協議会」の開催
●学習障害の疑いのある児童を早期に発見し、専門的な指導を受けることができる体制の整備
●指導医の指導の下、一人ひとりに応じた医療的ケアを行えるようにするとともに質の高い看護師・介助員等を必要に応じて配置する体制を整備
●特別支援教育に携わる教員、学習支援員、介助員等の専門性を向上させるための研修体制の整備
●特別支援コンシェルジュを中心とした保護者のコミュニティ「みんなとCaféひだまり」の定期的な開催

76１－（４）－②

企業と連携したキャリア教育において、学
校のニーズに合った授業を実施できるよう
教育委員会と委託事業者が支援する。

成果指標①
今後も継続して学びたいと答
えた児童・生徒数の割合（％）

成果指標②

76%

№（基本目標－施策－事業） 掲載ページ
事業名 特別支援教育体制の整備

74%

成果指標③

取組目標
発達障害児等に対する学習プ
ログラムの充実

８種類7種類

8種類

学校教育

№（基本目標－施策－事業） 掲載ページ
事業名 特別支援教育の充実

事業・取組の内容

●幼稚園入園から中学校卒業までの長期的な視点に立ち、幼児・児童・生徒の障害の特性や程度に応じた支援の実施
●通常学級における学習支援員・特別支援教室巡回指導教員の専門性の向上
●発達障害等により学校教育や集団学習に不適応を起こしている児童・生徒に、東京大学先端科学技術研究センターが開発した学習プログラムを提供
●得意分野に対する知識・技能を向上させることにより、児童・生徒の強みをさらに伸長させ、自己肯定感を高める。
●特別支援学級における自立活動の充実、都立特別支援学校・企業等と連携した職場見学や職業体験の実施などキャリア教育の充実
●ホームページやＳＮＳ等を活用し、幼児期から学校生活を送る上での不安や特別な支援等に関する相談を教育センターで受け付けていることを広く周知

１－（４）－① 75

実績の評価（令和6年度） 事業の課題や改善が必要な事項

進捗状況

a

担当課 教育指導担当

８種類

キャリア教育の授業内容が昨年度と被らな
いように、５月中までに委託業者とプログ
ラムの検討を進めていく。
学習支援員は、知的な遅れのない児童・生
徒を対象に支援を行っているが、保護者や
学校のニーズに応じた支援に繋がっていな
い現状があるため、学校が希望した児童・
生徒に学習支援員を配置できるような体
制を整えていく。

今後の取組

特別支援学級における自立活動の充実、企業
等と連携した職場見学や職業体験の実施を図
るため、企業との連携強化を図っている。

現状

児童・生徒の実態に応じたプログラムを実施
している。

86%

＜進捗状況の区分＞
ａ：後期３年間の目標を上回って達成する見込みである。
ｂ：後期３年間の目標に到達する見込みである。
ｃ：後期３年間の目標に到達するには、改善が必要である。
－:指標値を把握できない。学期終了時点では事業に動きがなく評価不可
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港区 推進計画（令和３年度～令和８年度）進捗管理票

【年次計画・成果指標を記載している事業】

重点 拡充

○ ○

年次計画

実績

指標①

実績

指標②

実績

指標③

実績

重点 拡充

○ ―

年次計画

実績

指標①

実績

指標②

実績

143回 155回

令和7年度 令和8年度

現状 後期3年間

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

全校

20回 20回

タブレット端末を活用した「協働的な学び」
を、一層推進するため、協働的な学びＴＲ
ＹDAYを実施し、全ての小中学校でタブ
レット端末を活用した授業を実現した。

実績の評価（令和6年度） 事業の課題や改善が必要な事項

ICT活用推進のモデル校の小学校4校、
中学校2校が、全日本教育工学研究協議
会東京都港区大会において授業公開を
し、研究の成果を発表した。

タブレット端末を活用した「協働的な学
び」を、一層推進するため、協働的な学
びＴＲＹDAYを実施し、全ての小中学校
でタブレット端末を活用した授業を実
現した。今後は、「協働的な学び」と「個
別最適な学び」を一体的に充実させる
必要がある。

後期3年間

取組目標②

みなと科学館の実験室、プラネ
タリウムの幼稚園、小中学校の
体験学習等の利用回数

今後の取組

成果指標①

「みなと科学教室」事後アン
ケートで肯定的に回答した小学
生の割合（％）

131回

91%

95回

97%

引き続き、体験型の常設展示や企業等
との連携による展示を充実し、児童・生
徒の理科・科学への関心を高める。

肯定的に回答したほぼすべての児童が、
「大変満足」と答えており、充実している様
子がうかがえる。

より一層の活用推進を周知する必要があ
る。

93% 95%

１２０回

９９回

90%

98%

取組目標① 「みなと科学教室」の実施

№（基本目標－施策－事業） 掲載ページ
事業名 理数教育やＳＴＥＡＭ教育の推進

事業・取組の内容

●各中学校において理数教育に関する大学の専門家を講師とする出前授業の実施
●理数教育に関する専門的な知識を有する人材（サイエンスアシスタント、サイエンスアドバイザー）の各小・中学校への配置
●教員の理科指導力の向上のため、理科実技研修会の実施、理科教育の先進的な取組の共有、観察・実験をまとめた冊子等の配布
●港区立みなと科学館における体験型の展示や、学校で実施することが難しい内容の実験、プラネタリウムなど体験学習の充実
●小学校理科４年「生命と地球」、中学校理科２年「地球と宇宙」の学習における港区立みなと科学館との連携及び体験型学習の充実
●小・中学校の総合的な学習の時間においてＳＴＥＡＭ教育の視点から探究活動の充実を図る。
●教科横断的な視点から教育活動の改善を行いＳＴＥＡＭ教育の推進を図る。

82２－（１）－②

20回

担当課 教育人事企画課、教育指導担当

進捗状況

b

１６回

毎回冊子を用意し、科学教室ならではの器具
を使用して、理科への興味関心を高めること
ができた。

より多くの小学生が参加するよう、周知
を徹底していく。科学館担当者と実施
状況の振り返りを行い、次回の活動内
容の見直しを行う。

実績の評価（令和6年度） 事業の課題や改善が必要な事項

20回

１６回

№（基本目標－施策－事業） 掲載ページ
事業名 ＩＣＴを活用した学びの充実

成果指標① ＩＣＴを利用した授業の実施率

今後の取組

成果指標②

小学校：54％
中学校：59％

小学校：６５．０％
中学校：７３．３％

「個別最適な学び」と「協働的な学び」を一
体的に充実させるため、複線型授業を推進
する。

小学校：50％
中学校：55％

小学校：５９．７％
中学校：７１．０％

小学校：57%
中学校：62%

小学校：60%
中学校：65%

成果指標③

事業・取組の内容

●ＩＣＴを活用した授業の充実
●プログラミング教育の推進
●情報モラル教育の充実
●個に応じたＩＣＴ活用の推進
●ＩＣＴ機器等の充実
●教員の指導力向上
●環境整備

２－（１）－① 78

進捗状況

a

学校教育

取組目標 ＩＣＴ活用重点モデル校

小学校２校

中学校１校

小学校4校

中学校２校

小学校4校
中学校2校

小学校1校
中学校1校

現状

令和5年度 令和6年度

担当課 教育指導担当

＜進捗状況の区分＞
ａ：後期３年間の目標を上回って達成する見込みである。
ｂ：後期３年間の目標に到達する見込みである。
ｃ：後期３年間の目標に到達するには、改善が必要である。
－:指標値を把握できない。学期終了時点では事業に動きがなく評価不可

4



港区 推進計画（令和３年度～令和８年度）進捗管理票

【年次計画・成果指標を記載している事業】

重点 拡充

○ ―

年次計画

実績

指標①

実績

指標②

実績

指標③

実績

重点 拡充

○ ―

年次計画

実績

指標①

実績

指標②

実績

指標③

実績

95% 98%

令和6年度 令和7年度 令和8年度

35回以上 37回以上

令和6年度 令和7年度 令和8年度

現状 後期3年間

令和5年度

31回以上

32回

90%

90%

令和5年度

現状 後期3年間

実績の評価（令和6年度） 事業の課題や改善が必要な事項

概ね保育園や幼稚園の教育への理解を深
めている。

今後もオンラインでの事前打ち合わせ
等園・学校が取り組みやすい環境を整
えていく必要がある。

幼小中一貫教育コーディネーター連絡
会や年次研修等において、園・学校相互
の教育内容の理解を図り、小1プロブレ
ムや中１ギャップの解消に努めていく。

取組目標
ＥＳＤの考え方を盛り込んだ教
員研修

成果指標③

成果指標①

若手（１～３年次）教員育成研修
におけるＥＳＤの考え方を盛り
込んだ研究授業の実施

成果指標②

「みなエコ」最終報告書の
自己評価点数が12 点以上の
学校（園）数

企画
２回実施

19 校（園）

改善
実施

企画
２回実施

３回

３回

14校（園）

12校（園）

成果指標②

成果指標③

№（基本目標－施策－事業） 掲載ページ
事業名 環境教育の充実 担当課 教育指導担当

事業・取組の内容

●太陽光発電設備、太陽熱給湯設備などの学校設備、ビオトープなど学校の環境を活用し、身近なところで環境に配慮することの大切さを学ぶ教育
●港区立みなと科学館において、地球環境、自然環境、リサイクルなどを題材にものづくりや体験学習など環境保全への興味・関心を高める教育の推進
●ビオトープを活用した生物多様性に関する教育や、環境に関する自主研究における事前指導など、環境リサイクル支援部と連携した環境教育の推進
●各学校の教育課程にＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）の考え方を盛り込み、ＳＤＧｓにつながる教育活動を推進

86２－（３）－①

進捗状況

a

事業・取組の内容

●保幼小の連携、「小学校入学前教育カリキュラム」や、各小学校の「スタートカリキュラム」の活用による「小１問題」の未然防止
●「ＭＩＮＡＴＯカリキュラム」をもとに、小・中学校の学習の円滑な接続等に取り組み、「中１ギャップ」の解消を図る。
●小学校１年生の学級に区費採用講師を配置し、個に応じたきめ細かな指導を継続
●地域の特色に応じたアカデミーのめざす子ども像の実現に向け、連携・交流を行いながら、計画的に発達段階に応じた指導を充実
●アカデミーの実践をとおして、幼・小中一貫教育の成果を検証し、授業改善を図る。
●テレビ会議システムを活用し、教員が他校種の研究協議会等へ参加しやすい仕組みの構築
●ホームページやＳＮＳ等でアカデミーの取組等を発信し、区立中学校への進学率向上をめざす。

２－（２）－① 84
学務課、教育人事企画課

92%

取組目標
アカデミーや区教育研究会に
おける異校種との合同授業研
究会実施延べ数

33回以上

成果指標①

「保育園・幼稚園の教育内容に
ついて理解が深められた」と回
答した小学校教諭の割合（％）

b

実績の評価（令和6年度） 事業の課題や改善が必要な事項

33回

92%

今後の取組

進捗状況

各アカデミーごとに計画した合同授業研
究を計画的に行っている。幼児・児童・生
徒の実態に合わせた取組を行った。

学校教育

№（基本目標－施策－事業） 掲載ページ
事業名 幼・小中一貫教育の推進 担当課

20 校（園）

教育委員会が各校に対して、みなと子どもエ
コアクション事業に係る取組状況のヒアリング
を実施し、必要に応じて各学校に指導・助言を
行った。

教育委員会が各校に対して、みなと子
どもエコアクション事業に係る取組状況
のヒアリングを実施し、必要に応じて各
学校に指導・助言を行った。

引き続き学校訪問等の機会を活用し、
みなと子どもエコアクション事業に係る
取組状況のヒアリングを実施する。

改善
実施

16 校（園）

今後の取組

各学校に、創意工夫しながら実践するよう
喚起することができた。

改善
実施

改善
実施

18 校（園）

＜進捗状況の区分＞
ａ：後期３年間の目標を上回って達成する見込みである。
ｂ：後期３年間の目標に到達する見込みである。
ｃ：後期３年間の目標に到達するには、改善が必要である。
－:指標値を把握できない。学期終了時点では事業に動きがなく評価不可
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港区 推進計画（令和３年度～令和８年度）進捗管理票

【年次計画・成果指標を記載している事業】

重点 拡充

○ ―

年次計画

実績

指標①

実績

指標②

実績

指標③

実績

重点 拡充

○ ―

年次計画

実績

指標①

実績

指標②

実績

指標③

実績

84% 85%

改善施策の実施
取組の再検討

改善施策の実施

５校 １校

令和8年度

現状 後期3年間

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

効果検証・取組の見直し

83%

10校

93%

成果指標③

成果指標①
学校と委員の連携が図れてい
ると感じる協議会の割合（％）

95%

95% 97%

成果指標②

今後の取組

成果指標③

№（基本目標－施策－事業） 掲載ページ
事業名 コミュニティ・スクールの推進 担当課

事業・取組の内容
●子どもが抱える課題を地域ぐるみで解決する仕組みを構築し、質の高い学校教育の実現を図るため、コミュニティ・スクール設置を推進
●年に４～６回程度、コミュニティ・スクールを開催し、委員から学校の経営計画や教育活動についてのご意見をいただき、適宜、改善を図る。
●学校の自己評価をもとに学校改善に向けた学校運営協議会としての支援策を検討し、質の高い教育の実現を図る。

91３－（１）－②

７校

7校

92%

取組目標 学校運営協議会設置数

成果指標①

教育相談等において、不登校に
関する相談・支援を行った結
果、状態が改善した割合（％）

今後の取組

進捗状況

b

心理検査の申込方法をフロー図にし各校に示
した。

83%

児童相談所等、関係機関との連携により、
不登校の未然防止、早期対応に努めた。

令和6年度の相談件数は、３436回となった。
(来所相談３395回、オンライン相談41回)

引き続き、教育相談室の利用が必要な
子どもが充実した教育相談を受けられ
るようにしていく。

各学校対し、心理検査受検のみを目的とし
た相談ではなく、教育相談は、継続的な相
談をとおして、主訴を改善することを目的
としていることについて改めて周知する。

成果指標②

取組目標 教育相談機能の推進

82%

82%

学校教育

№（基本目標－施策－事業） 掲載ページ
事業名 相談機能の充実

事業・取組の内容

●子どもたちや保護者が安心して学校生活が送れるよう、生活指導主任や養護教諭を中心とした学校の相談体制を強化
●各幼稚園、小・中学校でのスクールカウンセラーによる教育相談や教育センター相談員による相談体制の整備を推進
●小学校４年生、５年生、中学校１年生、２年生を対象としたスクールカウンセラーによる全員面接の実施
●教育センターでの教育相談や電話相談による家庭を支援する相談体制の充実
●子ども家庭支援センター等の関係機関、民生・児童委員など地域との連携により、児童虐待、いじめ、不登校、非行など諸問題の未然防止・早期発見・早期対応に努めるとともに、スクールソーシャルワーカーを週１日配置、学
校からの要請に応じて派遣し、児童・生徒やその保護者への支援の充実を図る。
●区が設置した児童相談所との相互協力を強化し、より綿密な連携による相談体制の構築
●東京都の「相談ほっとLINE＠東京」等、様々な相談窓口の周知

２－（４）－① 88
担当課 教育指導担当

実績の評価（令和6年度） 事業の課題や改善が必要な事項

改善施策の実施

心理検査の申込方法をフロー図にし各校
に示した。

現状 後期3年間

令和5年度 令和6年度 令和7年度

新規設置校12校（10協議会）の運営や事務手
続きについても適宜対応をし、円滑に進める
ことができた。また、未設置校4校に対して8
月から設置に向けた調整を促進し、未設置校
4校が学校運営協議会を設置することとなっ
た。結果、令和7年4月に全校への設置が完了
した。

委員は保護者や地域を支える各団体、施設の
関係者、総合支所職員などによって構成され
ており、さまざまな視点での活発な意見交換
ができている。

全校への設置が完了したため、今後は
協議会の内容の充実に加え、適切な事
務や予算執行について各校をサポート
していく。

5月に文部科学省のCSマイスターを招
き、学校運営協議会の在り方や実施に
際しての工夫などについての講演を、
校園長向けに実施する。

実績の評価（令和6年度） 事業の課題や改善が必要な事項

進捗状況

a

教育長室

１２校

95%

＜進捗状況の区分＞
ａ：後期３年間の目標を上回って達成する見込みである。
ｂ：後期３年間の目標に到達する見込みである。
ｃ：後期３年間の目標に到達するには、改善が必要である。
－:指標値を把握できない。学期終了時点では事業に動きがなく評価不可
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港区 推進計画（令和３年度～令和８年度）進捗管理票

【年次計画・成果指標を記載している事業】

重点 拡充

○ ○

年次計画

実績

指標①

実績

指標②

実績

指標③

実績

重点 拡充

○ ―

年次計画

実績

指標①

実績

指標②

実績

指標③

実績

78% 81%

95% 98%

実施
検証

実施
検証

後期3年間

現状 後期3年間

現状

令和7年度 令和8年度

今後の取組

検討・改善

75%

№（基本目標－施策－事業）

成果指標②

掲載ページ
事業名 教員の指導力向上 担当課

成果指標③

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

事業・取組の内容

●研究パイロット校（園）・奨励校（園）の指定や区内教員で組織する教育研究会、アカデミーにおいて実施する研究保育や研究授業をとおして、教員の指導力の向上を図る。
●副校園長研修会、教務主任会、生活指導主任会、国際科担当者会等、各研修会を実施することにより、幼稚園、小・中学校間の情報を共有するとともに、教員の資質向上を図る。
●東京都若手教員育成研修、中堅教諭等資質向上研修をとおして、教員の指導力向上を図る。
●校長のリーダーシップのもと、カリキュラム・マネジメントをとおして職層ごとの役割を明確にした学校経営を行うことにより、教員の資質・能力の向上を図る。
●ＧＩＧＡスクール構想などＩＣＴの推進により、教員が指導力の向上と負担軽減を両立できるよう、教員のスキルに応じた実技研修を実施
●学級運営が困難に陥ることを未然に防止するため、学校を巡回して指導を行う学級運営支援講師を配置

４－（１）－① 97

初任研においては、授業研究を小・中学校そ
れぞれの校種別に分けて実施した。

92%

今後の取組

成果指標①

若手（１～３年次）教員育成研修
アンケートにおいて研修内容を
理解（Ｂ以上）している教員の
割合（％）

校種別で授業研究を行ったことで、それぞれ
の協議会における質疑応答が活発になるな
ど、研修会の質が向上した。

研修報告書やアンケート調査において、教員
が研修内容を把握をしていることを確認し
た。

実績の評価（令和６年度） 事業の課題や改善が必要な事項

92%

実施
検証

すべての研修を参集で行った。

90%

90%

進捗状況

b

研修内容が学校現場に還元されているか
を確認しづらかったため、アンケート調査
などを活用し、フィードバックを充実させて
いく。

掲載ページ

事業・取組の内容

●小学校の「国際科」、中学校の「英語科国際」により、英語によるコミュニケーション能力の向上に取り組むとともに、国の小学校における教科としての英語科の導入を踏まえた国際科カリキュラムを改訂し、国際科・英語科国
際の内容のさらなる充実を図る。
●テンプル大学日本校との連携、大使館やインターナショナルスクールとの交流を通じた異文化体験等を相互理解を深め、コミュニケーション能力を向上する機会として有効活用
●児童・生徒の英語による日本文化の発信、国際交流、ボランティアなどの取組を推進
●オーストラリアへの小・中学生の海外派遣事業について、現地への派遣。派遣期間や派遣前後の研修会、報告会等でプログラム全体を振り返り、質の向上を図る。
●区立中学校３年生の全生徒が海外において英語を活用したコミュニケーションができる機会を創出する海外修学旅行を展開
●全ての幼稚園にネイティブ・ティーチャーを派遣

93３－（２）－①

学校教育

令和5年度

成果指標③

成果指標②

取組目標 職層に応じた研修の実施

教育人事企画課、教育指導担当

研修内容の再構築

成果指標①

「外国の人と友達になったり、
外国のことについてもっと知っ
たりしてみたいと思います
か。」という質問に肯定的に答
えている生徒の割合（中３）

取組目標
真の国際人育成に向けた
プログラムの検討・改善

№（基本目標－施策－事業）
事業名 国際理解教育の充実 担当課 教育人事企画課

様々な研修において、特にポイントとなる
部分を強調するとともに、クラウドを活用
していつでも閲覧できる環境を整えてい
く。

実績の評価（令和6年度） 事業の課題や改善が必要な事項

75%

今後も国際理解教育を充実させ、国際社
会で活躍したいと考える児童•生徒を育成
していく。

真の国際人育成に向けた、幼小中一貫した区
独自の国際理解教育を体系化するため、有識
者を交えた検討会を計画した。

検討・改善 検討・改善

真の国際人育成に向けた、幼小中一貫
した区独自の国際理解教育を体系化す
るため、現在の取組状況を整理する必
要がある。

真の国際人育成に向けた、幼小中一貫
した区独自の国際理解教育を体系化す
るため、現在の取組状況を整理し、一層
国際理解教育を推進する。

来年度以降実施

令和6年度

72.40%

検討・改善

来年度以降実施

72%

進捗状況

b

＜進捗状況の区分＞
ａ：後期３年間の目標を上回って達成する見込みである。
ｂ：後期３年間の目標に到達する見込みである。
ｃ：後期３年間の目標に到達するには、改善が必要である。
－:指標値を把握できない。学期終了時点では事業に動きがなく評価不可
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港区 推進計画（令和３年度～令和８年度）進捗管理票

【年次計画・成果指標を記載している事業】

重点 拡充

○ ○

年次計画

実績

指標①

実績

指標②

実績

指標③

実績

改善施策の実施 改善施策の実施

現状 後期3年間

93% 95%

改善
実施

改善
実施

95%

啓発チラシ「テレワークのすすめ」を配布
し、テレワークの推進を図った。

各校・園に対し調査を実施し、取組の効果
検証を行った。取組に対して負担軽減に
つながっている感じている回答した割合
は95％だった。

成果指標②

成果指標③

令和5年度 令和6年度

91%

取組目標 テレワーク等ＩＣＴ環境の整備

成果指標①

取組内容が推進され教員の負
担が軽減されていると感じる
割合（％） 88.60%

90%

改善
実施

改善
実施

進捗状況

令和7年度 令和8年度

今後の取組

調査の結果、事務の負担軽減に向けた
人員配置拡大のニーズが多いことがわ
かった。今後も人員の拡充に向け取り
組んでいく。

さらなる負担軽減に向けて、補助人員の
配置拡大、テレワークの促進を図ってい
く。

実績の評価（令和6年度） 事業の課題や改善が必要な事項

事業・取組の内容

●Microsoft365等を活用したテレワークをすべての区立幼稚園、小・中学校で推奨し、教職員の柔軟で多様な働き方を推進
●校務支援システムを継続して整備し、授業の準備に充てる時間を確保
●テレビ会議システムの利用を活性化し、教員の移動時間や負担を軽減　また、オンラインによる教員研修や研修内容の動画配信など、教員が出張により学校を不在とする負担を減らすことで、授業準備を充実させる時間を確
保
●授業準備や家庭用教材等の印刷、保護者への連絡等をサポートするスクール・サポート・スタッフを各校に配置
●副校長に集中する業務負担の軽減のため、副校長を直接補佐する会計年度任用職員を配置
●区内の総合型地域スポーツ・文化倶楽部（スポーカル）や大学などに働きかけ、地域人材等を活用した部活動指導員を確保
●教員が安定した学級運営を行うことができるよう、エデュケーション・アシスタントを配置

４－（１）－② 98
教育人事企画課、教育指導担当

a

学校教育

№（基本目標－施策－事業） 掲載ページ
事業名 教員の負担軽減の推進 担当課

＜進捗状況の区分＞
ａ：後期３年間の目標を上回って達成する見込みである。
ｂ：後期３年間の目標に到達する見込みである。
ｃ：後期３年間の目標に到達するには、改善が必要である。
－:指標値を把握できない。学期終了時点では事業に動きがなく評価不可
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港区 推進計画（令和３年度～令和８年度）進捗管理票

その他の事業

　各幼稚園、小・中学校で策定し
た全体計画及び年間指導計画に
基づく人権教育の推進

　各幼稚園、小・中学校で
策定した全体計画及び年
間指導計画に基づき、意
図的・計画的に人権教育
を推進
　人権課題「外国人」に関
する研修資料を集約

　各幼稚園、小・中学校で
策定した全体計画及び年
間指導計画に基づき、意
図的・計画的に人権教育
を推進
　人権課題「子供」に関す
る研修資料を集約

―

　教員の人権教育に係る指導力
向上のための人権教育研修会や
職層に応じた研修の実施

　人権教育研修会を年間
3回開催し、人権課題を
テーマとした講義や協議
を行うなど、職層に応じ
た研修会を運営

　人権教育研修会を年間
3回開催し、人権課題を
テーマとした講義や協議
を行うなど、職層に応じ
た研修会を運営

―

教員研修において人権尊重教育
推進校の優れた実践を共有し、
各学校の取組に生かすなど、教
育活動の充実図り、あらゆる偏
見や差別が起こらぬよう、子ども
たちの人権意識を高める。

　人権教育研修会におけ
るグループ協議におい
て、各学校の取組を共有
し、参加者が自校の取組
に生かすことができるよ
うにした。

　人権教育研修会におけ
るグループ協議におい
て、各学校の取組を共有
し、参加者が自校の取組
に生かすことができるよ
うにした。

―

　教科書及び副読本の活用、学
校・家庭・地域の連携による道徳
授業地区公開講座の工夫・改善
など、各幼稚園、小・中学校にお
ける道徳教育の充実

　教科書及び副読本の活
用、学校・家庭・地域の連
携による道徳授業地区公
開講座の工夫・改善な
ど、各幼稚園、小・中学校
における道徳教育の充実
を図った。

教科書及び副読本の活
用、学校・家庭・地域の連
携による道徳授業地区公
開講座の工夫・改善な
ど、各幼稚園、小・中学校
における道徳教育の充実
を図った。

ー

　道徳教育推進教師を対象とし
た研修を強化し、道徳教育推進
教師の資質の向上とともに学校
の道徳授業の質的改善

道徳教育推進教師を
中心として、各学校で
の道徳授業の実施や
区教育研究会での実
践などをとおして、道
徳の授業の質の向上
を図った。

道徳教育推進教師を中心
として、各学校での道徳
授業の実施や区教育研究
会での実践などをとおし
て、道徳の授業の質の向
上を図った。

ー

　各幼稚園、小・中学校の特色を
生かし、地域の人材や企業など
の資源を活用した授業の継続的
な展開

各幼稚園、小中学校の
年間指導計画に基づ
き、地域の人材や企業
と連携した授業を実施
した。

各幼稚園、小中学校の年
間指導計画に基づき、地
域の人材や企業と連携し
た授業を実施した。

ー

　道徳教育や道徳的な実践の場
である特別活動を中心として集
団活動の充実を図り、自他とも
に人格を尊重する意識を醸成

各学校において、新型
コロナウイルス感染症
対策を講じた上、縦割
り班活動や学年行事等
を実施した。

各学校において、縦割り
班活動や学年行事等を実
施し、集団活動の充実を
図った。

ー

１－（１）－① 67 人権教育の推進―

No.
(基本目標-
施策-事業)

掲載
ページ

重点

教育指導
担当

道徳授業地区公開
講座等の実施を行
うなど、道徳教育の
推進を図ることが
できた。

令和5年度実績

学校教育

新規
実績が計画と
異なる理由

計画に記載している
事業・取組の内容

１－（１）－② 68 ― ― 道徳教育の推進

計画通り職層に応
じた研修会を開催
することで、各学校
での人権教育の推
進を図ることがで
きた。

令和6年度の評価
と事業の課題

―
教育指導
担当

事業名 担当課 令和6年度実績 今後の取組

引き続き、教科
書及び副読本を
活用した道徳授
業の充実を図る
とともに、学校・
家庭・地域の連
携による道徳授
業地区公開講座
の一層の工夫・
改善などを行
う。

教育委員会主催
の研修会をとお
して、国際色豊
かな区の実態を
踏まえた各園・各
校での人権教育
のさらなる推進
を図っていく。

参考資料

1



港区 推進計画（令和３年度～令和８年度）進捗管理票

その他の事業

No.
(基本目標-
施策-事業)

掲載
ページ

重点 令和5年度実績

学校教育

新規
実績が計画と
異なる理由

計画に記載している
事業・取組の内容

令和6年度の評価
と事業の課題

事業名 担当課 令和6年度実績 今後の取組

参考資料

　幼児・児童・生徒が質の高い演
奏や舞台芸術を身近に鑑賞する
機会の提供

　２学期に幼稚園では人
形劇、小中学校では音楽
鑑賞教室を実施

２学期に幼稚園では人形
劇、小中学校では音楽鑑
賞教室を実施

ー

　芸術家による優れた演奏や表
現を通じて幼児・児童・生徒が芸
術文化を味わう楽しさ・喜びを感
じることができる機会の充実

　青山小学校、御成門中
学校において、会場等の
感染症対策を講じた上
で、芸術文化を味わう楽
しさ・喜びを感じることが
できる機会を充実させ
た。

青山小学校、御成門中学
校において、芸術文化を
味わう楽しさ・喜びを感
じることができる機会を
充実させた。

ー

　大学や企業等との連携により、
様々な観点から子どもの感性と
情操を育む教育の推進

　各学校において、感染
症対策を講じた上で実施

各学校において、児童の・
生徒の実態を鑑み、芸術
鑑賞を実施

ー

　区費採用講師を各小・中学校に
配置し、教員、少人数指導講師に
よる少人数習熟度別指導や
ティームティーチング、コース別
指導を推進

区費講師を各小・中学
校に配置し、教員、少
人数指導講師による少
人数習熟度別指導や
ティームティーチング、
コース別指導の充実を
図った。

区費講師を各小・中学
校に配置し、教員、少
人数指導講師による少
人数習熟度別指導や
ティームティーチング、
コース別指導の充実を
図った。

―

　教員志望の学生をスクールボ
ランティアとして配置し、幼稚
園、小・中学校の教育活動を支援

教員志望の学生をスクー
ルボランティアとして任
用し、保育補助や学習補
助を行う体制を整えた。

教員志望の学生をス
クールボランティアと
して任用し、保育補助
や学習補助を行う体制
を整えた。

―

―
芸術鑑賞機会の
充実

教育指導
担当

児童・生徒に質の高
い演奏や舞台芸術
を身近に鑑賞する
機会を提供するこ
とができた。

小学校５年生、中
学校３年生をそ
れぞれ対象とし
た、サントリー
ホールで実施す
る音楽鑑賞教室
など、幼児・児
童・生徒が質の
高い演奏や舞台
芸術を身近に鑑
賞する機会を提
供する。
芸術家による優
れた演奏や表現
を通じて、幼児・
児童・生徒が、芸
術文化を味わう
楽しさや喜びを
感じることがで
きる機会を一層
充実させる。

１－（１）－④ 70 ―

教育人事
企画課
・
教育指導
担当

１－（２）－② 67 ― ―
きめ細かな指導
の充実

少人数習熟度別指
導やティームティー
チング、コース別指
導の充実を図るこ
とができた。学生ス
クールボランティア
の効果的な活用方
法を、学校間で共有
していくことで、活
用の幅が一層広が
ると思われる。

引き続き、少人
数習熟度別指導
やティームティー
チング、コース別
指導の充実を図
る。また、学生ス
クールボラン
ティアの効果的
な活用方法を、
学校間で共有し
ていく。
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港区 推進計画（令和３年度～令和８年度）進捗管理票

その他の事業

No.
(基本目標-
施策-事業)

掲載
ページ

重点 令和5年度実績

学校教育

新規
実績が計画と
異なる理由

計画に記載している
事業・取組の内容

令和6年度の評価
と事業の課題

事業名 担当課 令和6年度実績 今後の取組

参考資料

　児童・生徒が正しい知識・行動
を身に付け、生涯を通じて健康
に過ごす能力を獲得するよう体
系的・計画的に食育を推進

学校栄養士を中心に、食
育を体系的・計画的に推
進した。
・(教育指導担当)栄養士
を中心として、食育の指
導を実施した。また、給食
だより等をとおして保護
者への啓発も進めた。

学校栄養士を中心に、
給食を通した食育を体
系的・計画的に推進し
た。
(教育指導担当)栄養
士を中心として、食育
の指導を実施した。ま
た、給食だより等をと
おして保護者への啓発
も進めた。

－

　子どもたちが教科等で身に付
けた資質・能力をさまざまな場
面で総合的に活用することがで
きるよう、知識と生活との結び
付きや教科等横断的な視点での
食育の指導を充実

知識と生活との結び付
きや教科等横断的な
視点での食育の指導
を行うことができた。

知識と生活との結び付き
や教科等横断的な視点で
の食育の指導を行うこと
ができた。

－

・日本の伝統的な食文化を継承
し、食の生産に携わる人や自然
環境の恵みに感謝する気持ちを
育成
・行事食や郷土料理などの和食
給食と国産食材の利用推進、米
飯給食の定着、食の生産から消
費までの流通など、授業と連携
した教材として学校給食を活用

紙媒体や動画などを活用
し、学校給食で取り入れ
た行事食や郷土料理、地
域の特産農産物を伝え、
視覚と味覚に働きかける
食育を行った。
・(教育指導担当）各学校
において、給食指導や社
会科、家庭科の学習をと
おして、教科横断的に食
育を推進した。

紙媒体や動画などを活
用し、学校給食で取り
入れた行事食や郷土
料理、地域の特産農産
物を伝え、視覚と味覚
に働きかける食育を
行った。
(教育指導担当）各学
校において、給食指導
や社会科、家庭科の学
習をとおして、教科横
断的に食育を推進し
た。

－

学務課
・
教育指導
担当

１－（３）－② 74 ― ― 食育の推進

農作物生産者によ
る出前事業や、有機
農産物を使用した
給食提供等、新たな
給食による食育に
取組んだ。

（保健給食係）
給食を通した食育
を継続的に推進し
た。

(教育指導担当)授
業内容と連動した
給食の提供が行わ
れている。

農作物生産者や
有機農産物、区
の事業等と連携
し、給食を通した
食育に取組む。

（保健給食係）
引き続き、体系
的、計画的に、食
育を推進してい
く。
(教育指導担当)
引き続き、各学
校において、栄
養士を中心とし
て食育の指導を
実施する。
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港区 推進計画（令和３年度～令和８年度）進捗管理票

その他の事業

No.
(基本目標-
施策-事業)

掲載
ページ

重点 令和5年度実績

学校教育

新規
実績が計画と
異なる理由

計画に記載している
事業・取組の内容

令和6年度の評価
と事業の課題

事業名 担当課 令和6年度実績 今後の取組

参考資料

　子どもが運動・スポーツに親し
む習慣を身に付けられるよう、運
動の仕方を紹介する掲示物や、
運動できる場所・教具の充実な
どの環境づくり

各学校で運動・スポー
ツに関する環境づくり
に取り組んだ
・遊び場開放利用者
数：
１，４６７人
・遊び場開放日数：
147日
（教育指導担当）各学
校で運動・スポーツに
関する環境づくりに取
り組んだ。全区立幼稚
園・小学校に設置した
ボルダリング・ウォール
を活用した実践事例を
共有した。

（生涯学習スポーツ振
興課）
区立小学校の校庭等
を地域の児童及び幼
児の安全な遊び場とし
て開放した。
・利用者数：１６８２人
・開放日数：１６５日

―

　部活動指導員の活用や研修等
の整備を進め、専門的な技術指
導を行うことにより、中学校の部
活動の充実、体力、運動能力の向
上、協調性やマナーなどの習得

全区立中学校１１２部活１
１８名を部活動指導員と
して配置した。東京都が
実施する令和５年度運動
部活動指導者講習会につ
いて各中学校に周知し、
指導力の向上を図った。

全区立中学校１２８部
活１４７名を部活動指
導員として配置した。
東京都が実施する令和
６年度運動部活動指導
者講習会について各中
学校に周知し、指導力
の向上を図った。

―

　区立中学校に、他の中学校に在
籍する生徒でも入部することが
できる「地域部活動」を設置

各中学校に２部活ず
つ、計２０部活の地域
部活動を設置し、１１名
の生徒が所属した。

―

生徒が自身の関心
に応じた部活動に
所属できる環境を
整えることができ
た。

引き続き、中学
校長会長との調
整の上、実施す
る。

　（一社）日本障がい者サッカー
連盟による、障害理解や多様性
への気づきを学ぶプログラムを
実施
　障害者サッカー選手とのサッ
カー体験のほか、デフスポーツ体
験、手話での交流機会の創出

（一社）日本障がい者サッ
カー連盟（JIFF)インク
ルーシブ教育プログラム
を実施した。
・４校（１２学級）

ー
スポーツを楽しむ機
会を確保すること
ができた。

引き続き、プロ
グラムを希望す
る小中学校と調
整の上、実施す
る。

１－（３）－③ 74 ― ―
スポーツを楽し

む心の育成

生涯学習
スポーツ
振興課

・
教育指導

担当

（生涯学習スポーツ
振興課）
10月以降、事業の
周知に努め、利用者
が増加傾向となっ
たが、利用者数はコ
ロナ禍前より少な
いため、周知や実施
方法等のさらなる
見直しが必要であ
る。

（生涯学習スポー
ツ振興課）
区民に幅広く周
知するとともに、
より多くの利用
者が見込めるイ
ベント等を実施
する。
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港区 推進計画（令和３年度～令和８年度）進捗管理票

その他の事業

No.
(基本目標-
施策-事業)

掲載
ページ

重点 令和5年度実績

学校教育

新規
実績が計画と
異なる理由

計画に記載している
事業・取組の内容

令和6年度の評価
と事業の課題

事業名 担当課 令和6年度実績 今後の取組

参考資料

　箱根ニコニコ高原学園、新潟
県・群馬県等での自然体験、児
童・生徒の自主性、協調性を育む
集団生活など体験学習の充実

移動教室や夏季学園にお
いて体験学習を実施

移動教室や夏季学園
において体験学習を実
施

―

　箱根ニコニコ高原学園の運営
充実

感染症の状況に応じて適
切な対応をしながら児童
生徒の体験活動に寄与し
たことが評価できる。今
後は自然体験を中心とし
た更なる体験活動の推進
が課題となる。

除去食を個別対応する
など、児童生徒の安心
安全な学園生活に寄
与するよう努めた、箱
根の共同生活を体験し
てもらった。

―

　みなと科学館の利用を各幼稚
園、小・中学校の教育課程に位置
付け、幼児・児童・生徒が科学の
楽しさを発見する学びの補充・展
開の場とする。

みなと科学館の利用を
教育課程に位置づけ、
各小学校の４年生と６
年生の児童、各中学校
の２年生または３年生
の生徒が利用した。

みなと科学館の利用を教
育課程に位置づけ、各小
学校の４年生と６年生の
児童、各中学校の２年生
または３年生の生徒が利
用した。

ー

　郷土歴史館での社会科見学等
の学習をとおして、港区の歴史
と文化について興味・関心を高
めるともに、歴史を学び、現代か
ら未来への課題を予測し、解決し
ようとする力を養う事業を展開

13校が郷土歴史館を
活用した社会科見学を
実施し、港区の歴史や
文化について学習し
た。

郷土歴史館を活用した社
会科見学を実施し、港区
の歴史や文化について学
習した。

ー

２－（１）－③ 83 ― ― 体験学習の充実

学務課
・
教育指導
担当

児童にっとって普
段は出来ない体験
を提供し、また安心
な食生活に気を
配った。
（教育指導担当）体
験学習の機会を確
保することができ
た。

食事や設備など
の安全性を担保
しつつ、児童の
貴重な箱根での
体験学習に寄与
していく。
（教育指導担当）
引き続き、自然
や文化に親しめ
る体験学習や豊
かな人間関係の
形成等を目的に
宿泊体験活動の
充実を図る。
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港区 推進計画（令和３年度～令和８年度）進捗管理票

その他の事業

No.
(基本目標-
施策-事業)

掲載
ページ

重点 令和5年度実績

学校教育

新規
実績が計画と
異なる理由

計画に記載している
事業・取組の内容

令和6年度の評価
と事業の課題

事業名 担当課 令和6年度実績 今後の取組

参考資料

　幼児が主体的に周囲の人やも
のと関わりながら様々な体験を
積み重ねられる指導の充実

各園において、幼児の
実態、園の環境等に合
わせた体験を重視した
教育活動を展開

各園において、幼児の
実態、園の環境等に合
わせた体験を重視した
教育活動を展開

―

　「小学校入学前教育カリキュラ
ム」を区内すべての保育園、幼稚
園、認定こども園、小学校で活用

　各園、校において「小
学校入学前教育カリ
キュラム」に基づいた
指導を実施

各園、校において「小
学校入学前教育カリ
キュラム」に基づいた
指導を実施

―

　保育園、幼稚園、認定こども園
での育ちと学びから、小学校以
降の教育へとつなぐ「三つの力」
をバランスよく伸長させる指導、
各園での育ちと学びを踏まえた
小学校での連続性・一貫性のあ
る指導の実現

・小学校区域ごとに保
幼小合同研修会を実
施
・６月と１月に幼児教育
研修会を実施
・各園、校において指
導を実施

・小学校区域ごとに保
幼小合同研修会を実
施
・６月と１月に幼児教育
研修会を実施
・各園、校において指
導を実施

―

　５歳児のいる全家庭に「みなと
きっずなび」、３、４歳児のいる全
家庭に「家庭で大切にしたいこと
ハンドブック」を配布し、家庭教
育を支援

「きっずなび」、「家庭で
大切にしたいことハン
ドブック」を対象の全
家庭に配布するととも
に電子データでも配信
した。

「きっずなび」、「家庭で
大切にしたいことハン
ドブック」を対象の全
家庭に配布した。

―

　多様な文化や価値観を背景に
もつ幼児及び保護者との相互理
解の促進、どの幼児にもかかわ
る力や相手を思いやる心を育む
サポート体制の充実

・「きっずなび」英語版
を５歳児保護者に配布
・通訳のための言語翻
訳機を各園で利用

・「きっずなび」英語版
を５歳児保護者に配布
・通訳のための言語翻

訳機を各園で利用

―

　保護者のニーズ、地域、施設の
状況などを踏まえた公私立幼稚
園全体での幼稚園の受入れ体
制・預かり保育の充実

　幼稚園希望率の減少
や定員の空き状況等
を踏まえ、令和６年度
区立幼稚園定員を１２
５人削減
　白金台幼稚園の令和
６年度子育てサポート
保育定員を２０人から
３０人に拡大すること、
夏季等休業中の一時
預かり事業の実施園を
６園に拡大することを
決定

　幼稚園希望率の減少
や定員の空き状況等
を踏まえ、令和７年度
区立幼稚園定員を16
人削減
　令和７年度４歳児の
応募状況を踏まえ、本
村幼稚園の４歳児学級
の募集を停止
　夏季等休業中の一時
預かり事業を６園に拡
大し実施
　令和７年度に向け、１
園で子育てサポート保
育の時間を試行的に
30分延長すること等
を決定

―

85 ― ―
小学校入学前教
育の充実

教育長室
・
学務課
・
教育指導
担当

（学務課）
幼児人口や幼稚園
希望率等を踏まえ、
区立幼稚園定員の
見直しや魅力向上
策に取り組んでい
るが、園児数が少な
い状況が続いてい
ることから、保護者
ニーズを捉えた教
育内容の充実や更
なる利便性の向上
等を検討する必要
がある。

（教育人事企画課）
・引き続き、幼児の
実態、各園の環境や
特色を生かし、直接
的・具体的な体験を
重視した教育活動
の工夫を図る。
・国が推進する「幼
保小架け橋プログ
ラム」を参考に、「小
学校入学前教育カ
リキュラム」を改訂
し、名称を新たに
「港区版　架け橋期
のカリキュラム」と
した。港区の幼小接
続を一層の充実に
向けて取り組む必
要がある。

（学務課）
今後数年間、幼
児人口の減少が
続く見込みであ
ることから、引き
続き、区立幼稚
園の適正な定員
を検討するとと
もに、より多くの
方に区立幼稚園
を選択していた
だけるよう、魅
力の向上・発信
策を検討する。
・令和７年２月に
設置した学識経
験者や公私立幼
稚園代表者、保
護者等を交えた
検討会におい
て、令和７年９月
頃までに、預かり
保育を含めた幼
稚園の振興策を
検討する。

（教育人事企画
課）
引き続き、幼児
の実態、各園の
環境や特色を生
かし、直接的・具
体的な体験を重
視した教育活動
の工夫を図る。
また、改訂した
「港区版　架け橋
期のカリキュラ
ム」の検証と、保
幼小合同研修会
等をとおして「学
びのつながり」を
実感した好事例
を収集、共有す
るためのリーフ
レットを作成す
る。

２－（２）－②
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港区 推進計画（令和３年度～令和８年度）進捗管理票

その他の事業

No.
(基本目標-
施策-事業)

掲載
ページ

重点 令和5年度実績

学校教育

新規
実績が計画と
異なる理由

計画に記載している
事業・取組の内容

令和6年度の評価
と事業の課題

事業名 担当課 令和6年度実績 今後の取組

参考資料

・区独自の学習教材「わたしたち
の港区」、「わたしたちの郷土港
区」を活用した、郷土への愛着、
地域を誇りに思う心を養う教育
の推進
・区独自の小学校道徳副読本「ふ
るさと～みなと～」を活用した道
徳教育の充実

児童・生徒に配備してい
る１人１台のタブレット端
末に、「わたしたちの港
区」、「わたしたちの郷土
港区」、「ふるさと～みな
と～」をデジタルブックと
して配信し、各小中学校
において授業で活用し
た。
令和５年度に続き、小学
校社会科研究部が作成し
た「わたしたちの港区」の
実践例集をもとにした授
業を各小学校で実施し
た。

児童・生徒に配備してい
る１人１台のタブレット端
末に、「わたしたちの港
区」、「わたしたちの郷土
港区」、「ふるさと～みな
と～」をデジタルブックと
して配信し、各小中学校
において授業で活用し
た。
令和５年度に続き、小学
校社会科研究部が作成し
た「わたしたちの港区」の
実践例集をもとにした授
業を各小学校で実施し
た。

ー

　郷土歴史館のカリキュラム化や
出張講座、区の自然、歴史、文化
を学ぶ副読本の作成・活用、考古
資料などの貸出キットの活用な
ど、地域の自然や歴史、文化に対
する児童・生徒の興味・関心を高
め、地域への理解を深める教育
の実施

小学6年生用副読本「歴史
散歩みなと」の作成・配付
し、わかりやすい文で文化財
を紹介した。社会科見学等
にて学芸員が歴史館展示を
児童・生徒が興味を持つよ
う案内・解説をした。
・(教育指導担当）小学校の
郷土歴史館見学にて案内・
解説をした。

小学6年生用副読本
「歴史散歩みなと」の作
成・配付し、わかりやす
い文で文化財を紹介し
た。社会科見学等にて
学芸員が歴史館展示
を児童・生徒が興味を
持つよう案内・解説を
した。

　統廃合となった学校の貴重な
教育資料の郷土歴史館内での展
示

郷土歴史館内での資
料の展示

郷土歴史館内での資
料の展示

　小学校３年生の社会科見学で
郷土歴史館を活用した取組を推
進

区立小学校13校が参
加

区立小学校16校が参
加

教育長室
・
図書文化
財課
・
教育指導
担当

港区の歴史と文化
について興味・関心
を高めるとともに、
歴史を学ぶことが
できた。

引き続き、社会
科見学等の学習
をとおして、港区
の歴史と文化に
ついて興味・関
心を高めるとと
もに、歴史を学
び、現代から未
来への課題を予
測し、解決しよう
とする力を養う
ことができるよ
うにする。

２－（３）－② 87 ― ―
郷土への愛着の
醸成

7



港区 推進計画（令和３年度～令和８年度）進捗管理票

その他の事業

No.
(基本目標-
施策-事業)

掲載
ページ

重点 令和5年度実績

学校教育

新規
実績が計画と
異なる理由

計画に記載している
事業・取組の内容

令和6年度の評価
と事業の課題

事業名 担当課 令和6年度実績 今後の取組

参考資料

　適応指導教室（つばさ教室）に
おいて、学校復帰をめざす児童・
生徒への適切な相談、指導、支援
による児童・生徒の状況に配慮し
た環境づくり

適応指導教室の教員と各
小中学校の連携を強化す
るため、適応指導教室の
教員が各校への巡回相談
を行った。

適応指導教室の教員と各
小中学校の連携を強化す
るため、適応指導教室の
教員が各校への巡回相談
を行った。

ー

　スクールソーシャルワーカー、
スクールカウンセラーの積極的
な活用による不登校児童・生徒
の登校状況の改善

スクールカウンセラーの
活用については、学校便
りやホームページなどを
とおして、不安や悩みを
抱える児童・生徒・保護者
も気軽に利用できるよう
周知

スクールカウンセラーの
活用については、学校便
りやホームページなどを
とおして、不安や悩みを
抱える児童・生徒・保護者
も気軽に利用できるよう
周知

ー

　不登校児童・生徒への支援の方
針として学校復帰のみをめざす
のではなく、民間のフリースクー
ル等との連携も視野に入れ、小・
中学校が個別対応を行いなが
ら、よりよい改善策を模索

　民生委員を対象とした
「適応指導教室つばさ」の
施設説明会を開催

　民生委員を対象とした
「適応指導教室つばさ」の
施設説明会を開催

ー

　区立学校に特別な教育課程を
編成してきょういくを行う学び
の多様化学校（不登校特例校）の
設置を目指す

学びの多様化学校
「Minato Schooｌ」の設
置準備のため、文部科学
省などとの調整を行い、
設置認可を得た。

ー

　タブレット端末のビデオ通話機
能を使用した面談の実施など、
不登校児童・生徒の心に寄り
添った支援に取り組む

各学校の児童・生徒の実
態に応じてオンライン授
業やビデオ通話による面
談を実施

ー

　モデル校（区立小学校1校、中
学校2校）における「校内別室」へ
の取組と成果の検証

校内別室を活用した児
童・生徒の居場所作りを
実施

ー

２－（４）－② 89 ― ―
不登校対策の推

進

教育指導
担当

各学校が関係機関
やスクールソーシャ
ルワーカー、スクー
ルカウンセラーと連
携することで、不登
校児童・生徒への理
解を深めることが
できた。

引き続き、各学
校が不登校対策
を推進できるよ
う、関係機関等
を活用するよう
各学校に指導す
る。
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港区 推進計画（令和３年度～令和８年度）進捗管理票

その他の事業

No.
(基本目標-
施策-事業)

掲載
ページ

重点 令和5年度実績

学校教育

新規
実績が計画と
異なる理由

計画に記載している
事業・取組の内容

令和6年度の評価
と事業の課題

事業名 担当課 令和6年度実績 今後の取組

参考資料

　幼稚園・学校公開の機会の充実
や周知の強化

　各園・各校で保護者・地
域への公開を実施した。
　公開日の様子について
は、ＳＮＳや学校ホーム
ページなどを活用して、
保護者や地域に周知し
た。

　各園・各校で保護者・地
域への公開を実施した。
　公開日の様子について
は、ＳＮＳや学校ホーム
ページなどを活用して、
保護者や地域に周知し
た。

ー

　各学校の教育目標や学習活動
の状況等の情報についてホーム
ページでの発信の充実など保護
者・地域への積極的な情報発信

　学校ホームページに掲
載するだけでなく、教育
委員会が各園、小中学校
に配備したスマートフォ
ンを活用して、ＳＮＳで地
域や保護者に広く情報発
信した。

　学校ホームページに掲
載するだけでなく、教育
委員会が各園、小中学校
に配備したスマートフォ
ンを活用して、ＳＮＳで地
域や保護者に広く情報発
信した。

ー

　地域の学習素材や地域人材を
活用した授業の実施、地域清掃
などのボランティア活動への参
加などによる児童・生徒が地域
の一員としての自覚の向上

　各園・各校では、「創意
ある教育活動」として地
域の学習教材や人材を活
用した授業に取り組ん
だ。

各園・各校では、「創意あ
る教育活動」として地域

の学習教材や人材を活用
した授業に取り組んだ。

ー

　区立中学校通学区域別に行う
四者協議会など学校、家庭、地域
が協力して健全育成のために協
議、情報交換し、地域全体で子ど
もの育ちを支える環境づくり

　各総合支所協働推進課
で四者協議会を開

　各総合支所協働推進課
で四者協議会を開催(教
育指導担当）

ー

地域コーディネーターが総合的
な学習の時間等における外部講
師等の派遣（出前授業）や職場訪
問・職場体験への協力を得られ
る企業等の情報を学校へ提供

出前授業（オンライン対応
可含む。）、職場訪問及び
職場体験への協力を得ら
れる企業等の情報をみな
と学校支援情報に集約
し、学校へ提供した。

出前授業（オンライン対応
可含む。）、職場訪問及び
職場体験への協力を得ら
れる企業等の情報をみな
と学校支援情報に集約
し、学校へ提供した。

―

　学校のニーズに沿った支援が
行えるよう、幼稚園の活用、各
小・中学校への地域学校協働本
部の順次設置による学校と地域
の連携強化

本村幼稚園及び本村小学
校に地域学校協働本部を
新設し、合計で区内３０校
（園）に地域学校協働本部
を設置した。

高松中学校、芝浜小学校、青
山小学校、芝浦幼稚園、三光
幼稚園に地域学校協働本部
を新設し、合計で区内35校
（園）に地域学校協働本部を
設置した。

―

地域コーディネーターが活動を
継続的かつ円滑に行えるよう、
港区地域コーディネーター研修
会の実施

地域コーディネーター研
修を１回実施した。
（参加者数１８人）

地域コーディネーター
研修を１回実施した。
（参加者数18人）

―

―
地域学校協働活
動推進事業の充
実

生涯学習
スポーツ
振興課

区内の企業等が集う
情報交換会等に出席
し、出前授業や職場体
験の協力を依頼した
ことで新規受入先が
増加し、学校に提供で
きる情報の幅が広
がった。
地域学校協働本部未
設置の学校・園に対し
てヒアリングを実施し
たことで、事業のイ
メージを改めて共有
し、設置に向けた機運
醸成を図ることがで
きた。
研修については更に
参加者数が増加する
よう、周知を徹底する
必要がある。

・出前授業につ
いては、学校の
要望を踏まえ、
更なる事業者の
開拓を進める。
・地域学校協働
本部未設置校に
対して、引き続き
意向のヒアリン
グと設置に向け
たフォローを実
施する。
・研修は、学校で
活動するために
役立つ実用的な
テーマを設定し、
周知も早めに行
う。

３－（１）－① 91 ― ―
地域とともにあ
る学校づくり

　「創意ある教育活
動」の指導に入った
地域人材への報償
費を各園・各校に配
当することで地域
人材の活用が推進
された。

　地域人材を活
用した教育活動
については、保
護者や地域への
情報発信をさら
に行い、学校園
が特色ある教育
活動を行ってい
ることを周知し
ていく。

３－（１）－③ 92 ―

学務課
・
教育指導
担当
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港区 推進計画（令和３年度～令和８年度）進捗管理票

その他の事業

No.
(基本目標-
施策-事業)

掲載
ページ

重点 令和5年度実績

学校教育

新規
実績が計画と
異なる理由

計画に記載している
事業・取組の内容

令和6年度の評価
と事業の課題

事業名 担当課 令和6年度実績 今後の取組

参考資料

　地域人材を活用した環境教育
やキャリア教育、プログラミング
教育など、港区の特性を活かし
た特色ある教育の推進

　企画課企業連携担当と
連携し、サントリーや大塚
製薬等の区内企業が各学
校で出前授業を行うとと
もに、各学校が地域人材
を活用した特色ある教育
活動に取り組んだ。(教育
指導担当）

企画課企業連携担当と連
携し、サントリーや大塚製
薬等の区内企業が各学校
で出前授業を行うととも
に、各学校が地域人材を
活用した特色ある教育活
動に取り組んだ。(教育指
導担当）

ー

　地域防災の担い手としての意
識や技能が高まるよう、教育課
程に位置付けた地域防災訓練を
各小・中学校で実施

　地域防災訓練が例年通
り実施された。訓練当日
までに企業と連携した防
災の学習に取り組むなど
特色ある学習を実施し
た。(教育指導担当）

　地域防災訓練が例年通
り実施された。訓練当日
までに企業と連携した防
災の学習に取り組むなど
特色ある学習を実施し
た。(教育指導担当）

ー

　児童・生徒の英語による日本文
化の発信、国際交流、ボランティ
ア等の推進

　日本語学級やESCにお
いて、日本文化に親しむ
ことができる活動を取り
入れた。
　また、大使館と連携し、
交流活動や郷土料理の給
食提供など、異文化交流
に積極的に取り組んだ。
(教育指導担当）

　日本語学級やESCにお
いて、日本文化に親しむ
ことができる活動を取り
入れた。
　また、大使館と連携し、
交流活動や郷土料理の給
食提供など、異文化交流
に積極的に取り組んだ。
(教育指導担当）

ー

区在住、在学の中学生、高校生が
探究した作品を区や区と連携し
ている事業者・大学が審査、表彰
する探究型学習発表会を実施し
ます。（教育長室）

ー

区内中高生を対象に
探究型学習の作品を
募集し、78作品の応
募作品を区や区と連携
している13の企業・大
学が評価・表彰しまし
た。

―

３－（１）－④ 92 ― ―
様々な団体との
協働・連携

　企画課企業連携担
当と連携し、区内企
業が学校で出前授
業を行うなど開か
れた教育課程を目
指した取組を推進
することができた。
(教育指導担当）

教育長室
・
教育指導
担当

　引き続き、区内
企業や地域人材
を有効に活用す
ることで、各学校
園の教育活動の
さらなる充実に
取り組む。(教育
指導担当）
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港区 推進計画（令和３年度～令和８年度）進捗管理票

その他の事業

No.
(基本目標-
施策-事業)

掲載
ページ

重点 令和5年度実績

学校教育

新規
実績が計画と
異なる理由

計画に記載している
事業・取組の内容

令和6年度の評価
と事業の課題

事業名 担当課 令和6年度実績 今後の取組

参考資料

・日本語適応指導員の配置など
日本語指導の充実
・笄小学校、麻布小学校、六本木
中学校の日本語学級の充実し
・日本語適応指導の指導方法の
評価・改善

８７名の児童・生徒に日本語適
応指導員を派遣している。今
後、指導記録をもとに、指導員
の指導方法や児童・生徒の日本
語の定着度を、各校の管理職か
ら聞き取る。
日本語学級には、現在約７０名
の児童・生徒が在籍している。

１２月末現在、６９名の児童・生
徒に日本語適応指導員を派遣
している。今後、指導記録をも
とに、指導員の指導方法や児
童・生徒の日本語の定着度を、
各校の管理職から聞き取る。
日本語学級には、現在約１００名
の児童・生徒が在籍している。

ー

日本語適応指導
の指導時間や指
導内容を改めて
検討し、充実を
図る。

　日本語指導研修会の充実、教
員の外国人児童・生徒への教育
に関わる資質・能力の向上

６月に日本語指導研修会
を開催し、各校１名以上
の教員が参加した。日本
語学級の指導や現状につ
いて、日本語学級教員に
講義いただき、教員の外
国人児童・生徒への教育
に関わる資質・能力の向
上に努めた。

６月に日本語指導研修会
を開催し、各校１名以上
の教員が参加した。日本
語学級の指導や現状につ
いて、日本語学級教員に
講義いただき、教員の外
国人児童・生徒への教育
に関わる資質・能力の向
上に努めた。

ー

日本語学級の教
員や日本語指導
担当教員と連携
し、指導の充実
を図る。

　東町小学校、南山小学校のイン
グリッシュサポートコース（ＥＳＣ）
において外国人児童に多様な教
育の機会を提供
・日本人・外国人児童が自国と異
なる文化や価値観に触れる機会
の拡充

東町小学校、南山小学校
のＥＳＣでは、在籍学級以
外の教室で、国語・算数
の授業を英語により実施
している。また、その他の
授業では、ESTが在籍学
級に入り、日本語を英訳
することで学習を支援し
ている。

東町小学校、南山小学校の
ＥＳＣでは、在籍学級以外の
教室で、国語・算数の授業を
英語により実施している。ま
た、その他の授業では、EST
が在籍学級に入り、日本語
を英訳することで学習を支
援している。

ー

各校でESTとの
協議を進め、指
導の充実を図れ
るよう管理職と
調整していく。

　学校や保護者の意見等を踏ま
えたイングリッシュサポートコー
スの運営継続

担当指導主事による管理
職、講師へのヒアリングを１
２月に実施し、関係課や関係
小学校と共有した。

担当指導主事による管
理職、講師へのヒアリ
ングを１２月に実施し、
関係課や関係小学校と
共有した。

ー

各校でESTとの
協議を進め、指
導の充実を図れ
るよう管理職と
調整していく。

海外留学支援事業の実施
（令和６年度から開始）

ー

将来の幅広い進路を
見つけるきっかけづく
りのためのセミナー
や、海外大学などへの
進学に関するシンポジ
ウムなどを６回開催し
た。
また、今後の海外留学
支援策を検討するた
め、「海外留学支援検
討委員会」を設置し、
今後の海外留学支援
について「留学の動機
付け」「留学情報・相談
等の支援」「海外留学
の機会の創出」の３つ
の方向性に整理した。

―

「海外留学支援
検討委員会」に
おいて整理した
方向性を踏ま
え、引き続ききっ
かけづくりのた
めのセミナー等
を開催するとと
もに、高校生や
大学生などを対
象に、海外学校
の授業体験の
ワークショップ
や、海外大学の
広報担当者等か
ら各国の情報や
奨学金などの留
学情報を提供す
る海外留学フェ
アなどを新たに
実施予定。

教育長室
・
教育指導
担当

日本語を母語とし
ない児童・生徒はは
増加している。各校
へのヒアリングによ
り、日本語適応指導
の充実が求めれる。
指導時間や指導内
容を改めて検討し、
充実を図る。

３－（２）－② 95 ― ―
グローバル化へ
の対応
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港区 推進計画（令和３年度～令和８年度）進捗管理票

その他の事業

No.
(基本目標-
施策-事業)

掲載
ページ

重点 令和5年度実績

学校教育

新規
実績が計画と
異なる理由

計画に記載している
事業・取組の内容

令和6年度の評価
と事業の課題

事業名 担当課 令和6年度実績 今後の取組

参考資料

４－（２）－① 100 ― ― 学校施設の充実

学務課
・
学校施設
担当

・学校施設の新改築や教室の増
設など計画的な整備
・改築に合わせた地震等災害時
の避難場所における設備の充実
・まちづくり関係部署との連携に
より学校ごとの児童・生徒数及
び学級数の将来推計
・３年度ごとに専門機関に依頼
し、開発動向等を踏まえたより詳
細な推計を実施

　赤坂中学校等は、外
構工事を行い、施設整
備が完了した。
　赤羽幼稚園等の改築
工事は計画通りに進捗
した。
　御田小学校は、実施
設計が完了した。
　既存の特別教室等を
９教室分、普通教室に
改修して整備した。

　赤羽幼稚園等改築工
事は計画通りに進捗し
た。
　御田小学校は、解体
工事に着手しており、
計画通りに進捗した。
　既存の特別教室等を
３教室分、普通教室に
改修して整備した。

―

予定どおりに学校
施設の改築を進め
るとともに、普通教
室への改修を実施
できた。さらに普通
教室の確保が必要
である。

今後とも、整備
中の幼稚園の工
事や、改築中の
御田小学校の工
事を行うととも
に、児童数が増
加する学校につ
いては、学校と
協議しながら、普
通教室確保に向
けた改修を進め
る必要がある。

・施設・設備の安全点検の定期的
な実施
・民間警備員の配置や校内非常
放送設備等の整備による学校施
設の防犯上の安全対策の充実

　施設の安全点検を実
施
　御田小学校の校内放
送設備等の整備を実
施

（生涯学習）
放課後児童育成事業
についてや特別に配慮
を要する児童受入れに
ついて、関係各所との
情報共有及び調整を
行った。

―

　児童・生徒への防犯ブザーの配
付、幼稚園、小・中学校への折り
たたみ式ヘルメットの配備、緊急
時における園や学校から保護者
へのメール配信など、学校やＰＴ
Ａ等との連携による子どもたち
の安全確保

5年度メール登録者
実績：14,791人

令和６年度メール登録
者
実績：14,446人

―

　「放課ＧＯ→」専用室の整備、学
童クラブ事業に対応できる専用
室の確保、放課ＧＯ→クラブ事業
実施の検討

令和６年４月から放課
ＧＯ→クラブみたに移
行するための調整を関
係課と実施した。

放課後児童育成事業
についてや特別な支援
を要する児童受入れに
ついて、関係各所との
情報共有及び調整を
行った。また同校内へ
の教室移転に向けて関
係各所との情報共有
及び調整を行った。
学童クラブ機能の付置
については、保護者向
けアンケートの結果や
近隣児童館の学童クラ
ブ入会状況を踏まえ、
現時点での検討は見
送ることとした。

―

４－（２）－② 101 ― ―
安全・安心な教
育環境の整備

各総合支
所管理課
・
子ども若
者支援課
・
生涯学習
スポーツ
振興課
・
学務課
・
学校施設
担当

（生涯学習スポーツ
振興課）
特別な支援を要す
る児童の受入れに
ついて、学校・事業
者と情報共有を密
に行う必要がある。

（学校施設担当）
予定どおり施設の
安全点検を実施し
た。

（学務課）
緊急メール配信を
通して各園校で情
報の共有を図った。

（生涯学習スポー
ツ振興課）
引き続き、　放課
ＧＯ→おだいば
の「放課ＧＯ→」
専用室の整備に
向けて関係各所
との情報共有及
び調整を行う。
学童クラブ機能
の付置について
は、保護者の
ニーズ等、今後
の状況に応じて
検討を再開す
る。

（学校施設担当）
引き続き、施設
の安全点検を実
施する。

（学務課）
令和7年度より、
システムが新しく
なったため、
PDFなどの配信
もできるように
なった。
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港区 推進計画（令和３年度～令和８年度）進捗管理票

その他の事業

No.
(基本目標-
施策-事業)

掲載
ページ

重点 令和5年度実績

学校教育

新規
実績が計画と
異なる理由

計画に記載している
事業・取組の内容

令和6年度の評価
と事業の課題

事業名 担当課 令和6年度実績 今後の取組

参考資料

　防災、防犯、交通安全、新型コ
ロナウイルス等の感染症対策な
ど、社会生活を営む上での様々
なリスクから自らの安全安心を
守ることができる力を養う教育
の推進

　生活指導主任会におい
て、防災教育について、
保健主任会においては感
染症対策について情報提
供等を行った。
　各学校では、毎月、様々
な観点での安全教育を実
施した。

　生活指導主任会におい
て、防災教育について、
保健主任会においては感
染症対策について情報提
供等を行った。
　各学校では、毎月、様々
な観点での安全教育を実
施した。

ー

　教育課程に位置付けた地域防
災訓練の幼稚園、小・中学校での
実施により幼児・児童・生徒の防
災に関する知識や行動力を育成

各地区で地域防災訓練を
実施

各地区で地域防災訓練を
実施

ー

　防災訓練・防犯訓練の各幼稚園
での実施により幼児自身の安全
に対する意識や行動力を育成

　各学校では、毎月様々
な状況を想定した避難訓
練を適切に実施

　各学校では、毎月様々
な状況を想定した避難訓
練を適切に実施

ー

　警察等と連携した交通、情報モ
ラル、不審者対応に関わる安全
教育や薬物乱用防止教室など、
子どもの防犯意識、身の回りの
危険から自分の身を守る意識を
高める教育の充実

　各小学校では、警察と
連携し、小学校１年生を
対象とした交通安全教育
を実施した。
　各中学校では、主に中
学校３年生を対象に、薬
物乱用防止教室を開催し
た。

　各小学校では、警察と
連携し、小学校１年生を
対象とした交通安全教育
を実施した。
　各中学校では、主に中
学校３年生を対象に、薬
物乱用防止教室を開催し
た。

ー

　ＩＣＴ化の進展に伴い、必要な情
報を取捨選択する能力、インター
ネット・ＳＮＳ・携帯電話の使用に
おける情報モラル教育、情報を
取り扱うときのマナーを身に付
ける教育の推進

港区独自のタブレット活
用ルールを示した
「MINATO×タブレット
ルール」や令和３年度の
「港区子どもサミット」で
策定した、「みなとイン
ターネットこどもルール」
をあらためて周知

港区独自のタブレット活
用ルールを示した
「MINATO×タブレット
ルール」や令和３年度の
「港区子どもサミット」で
策定した、「みなとイン
ターネットこどもルール」
をあらためて周知

ー

　児童・生徒の発達の段階や学校
の状況を踏まえ、子どもたちを
性犯罪・性暴力の加害者、被害
者、傍観者にさせないための「生
命（いのち）の教育」を推進

ー

４－（２）－③ 101 ― ―
防災等の安全に
関わる教育の推

進

教育指導
担当

 地域防災訓練を実
施し、各学校におい
て防災教育の充実
を図った。
 また、警察等との
連携により、安全教
育の充実を図った

　引き続き、生活
安全、交通安全、
災害安全の指導
をバランスよく
行い、安全教育
のさらなる推進
を図っていく。
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港区 推進計画（令和３年度～令和８年度）進捗管理票

その他の事業

No.
(基本目標-
施策-事業)

掲載
ページ

重点 令和5年度実績

学校教育

新規
実績が計画と
異なる理由

計画に記載している
事業・取組の内容

令和6年度の評価
と事業の課題

事業名 担当課 令和6年度実績 今後の取組

参考資料

　経済的な状況により学習面の
支援が受けられない家庭の中学
校３年生の生徒を対象とした学
びの未来応援学習講座の開催

７月から週１回の学びの
未来応援学習講座を開催
した。
　11月からは自主学習室
も開室し、生徒の理解度
に応じた支援を進めた

７月から週１回の学びの
未来応援学習講座を開催
した。
　11月からは自主学習室
も開室し、生徒の理解度
に応じた支援を進めた

ー

　学校で解決が図れない学力や
家庭教育の面で支援を必要とす
る対象児童・生徒について個別
支援計画を作成し、スクールソー
シャルワーカーと福祉関連機関
との連携により将来を見通した
家庭教育の健全化を図る。

学びの未来応援ケース会
議を３回実施

学びの未来応援ケース会
議を３回実施

ー

　「学びの未来応援家庭教育講
座」の開催

「港区子ども・おとな・地
域みなトーク事業」を実施
した。

「港区子ども・おとな・地
域みなトーク事業」を実施
した。

ー

４－（２）－④ 102 ー ー
学びの未来応援
施策の推進

教育指導
担当

全ての事業を計画
通りに実施すること
ができた。
　学びの未来応援
ケース会議は、個別
のケースについて
協議したのち、次回
のケース会議でも
その後の進捗状況
を確認するなど、継
続的な支援を行う
ことができた。

引き続き、ケース
会議、家庭教育
講座の充実を図
り、対象児童・生
徒に学びの保障
をする。
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